
                      主　　　　 文
      　　　　１　原告らの請求をいずれも棄却する。
      　　　　２　訴訟費用は原告らの負担とする。
　　　　　　　　　　　　事実及び理由
第１　請求
　　　被告が，原告らの平成１２年１月２６日相続開始に係る相続税について，い
ずれも平成１４年１月２５日付けでした，次の各処分をいずれも取り消す。
　　１　原告ａに対する別表１記載の更正のうち，課税価格３億８５０９万５００
０円，納付すべき税額１億３１９３万３４００円を超える部分及び同表記載の過少
申告加算税賦課決定
　　２　原告ｂに対する別表２記載の更正（以下，前記１の更正と併せて「本件各
更正」という。）のうち，課税価格２億９７４７万１０００円，納付すべき税額１
億０１９１万３４００円を超える部分及び同表記載の過少申告加算税賦課決定（以
下，前記１の過少申告加算税賦課決定と併せて「本件各決定」といい，本件各更正
と本件各決定を併せて「本件各処分」という。）
第２　事案の概要
    　本件は，都市再開発法（以下「法」という。）に基づく第一種市街地再開発
事業の権利変換計画に基づいて施設建築物の一部を取得する権利等を，同事業の施
行中（権利変換期日後，施設建築物の完成前）に父から相続した原告らが，原告ら
の前記相続に係る相続税について被告がした本件各更正は，前記権利の価額を，そ
の「取得の時における時価」（相続税法２２条）を超えて過大に評価したものであ
るから違法であり，本件各更正に伴う本件各決定も違法であるとして，本件各更正
のうち，別表１及び２の各「修正申告」欄記載の課税価格並びに納付すべき税額を
超える部分と，本件各決定の取消しを求めた事案である。　　
　１　権利変換期日後，施設建築物完成前に地権者が施設建築物に関して有する権
利
    　法所定の第一種市街地再開発事業の施行地区内の宅地の所有者，その宅地に
ついて借地権を有する者又は施行地区内の土地に権原に基づき建築物を所有する者
（以下「地権者」という。）は，権利変換期日に権利変換計画の定めるところに従
い，従前有していた再開発事業地内の土地，建物等の権利を失い（法８７条），新
たに，施設建築敷地について設定されたものとみなされる施設建築物の所有を目的
とする地上権の共有持分を取得する（法８８条１項）とともに，施設建築物が完成
するまでの間，事業施行者に対し，将来，施設建築敷地上に建築される施設建築物
の一部を取得する権利，すなわち，債権を取得し，施設建築物が完成したときに施
設建築物の一部を取得することとされている（法８８条２項）。
　２　前提事実（末尾に証拠等の記載のない事実は，当事者間に争いがないか，明
らかに争わない事実である。）
    (1)　原告らの父ｃとその妻ｄは，柏市α８２６番地内に合計１１筆の宅地及び
山林（以下「本件土地」という。）並びに建物（但し未登記のもの。）を共有（ｃ
の共有持分割合は，いずれも２分の１）していた（乙３）。
  (2)ア　柏市は，平成８年９月１３日，本件土地を含む柏市α及びβの各一部の地
域について，都市計画法及び法に基づいて，法所定の第一種市街地再開発事業であ
るγ駅西口Ｂ―２地区第一種市街地再開発事業（以下「本件事業」という。）の都
市計画決定をし，平成９年１月２１日，本件事業の施行者であるγ駅西口Ｂ―２地
区市街地再開発組合（以下「本件組合」という。）が，千葉県知事の認可を受けて
設立された。
        　本件事業は，ＪＲ常磐線γ駅西口に近い本件事業の施行地区に，ホテ
ル，事務所及び駐車場等の複合的機能を持つ再開発ビルとして，地下２階，地上１
５階の鉄骨鉄筋コンクリート造の施設建築物（以下「本件施設建築物」という。）
を建築し，土地の有効利用等を図ること等を目的とするものである。
        （乙１１，１２）
　　　イ　本件組合は，法７２条１項に基づいて，本件事業の権利変換計画（以下
「本件権利変換計画」という。）を定めた。その概要は，以下のとおりである。
      　(ア)　本件事業における権利変換手続は，法１１０条所定の地権者全員の
同意による特則型によるものとする。
　　　　(イ)　施設建築敷地は一筆とし，新たな施設建築物の区分所有者の共有と
する。
　　　　(ウ)　本件施設建築物は事務所（地上５階から１１階までの部分）とホテ



ル
          （地価２階から地上４階まで，及び，地上１２階から１５階までの部
分）との区分建物とし，権利変換により取得する本件施設建築物の一部は，ホテル
の区分所有権の共有持分とする。
　　　　(エ)　従前宅地の評価は，評価基準日（平成９年２月２０日）における鑑
定
          評価によるものとし，建築物については，公共用地取得に伴う損失補償
基準とその関連各種運用基準に準拠して推定再建築費を算出し経過年数に対応する
減価率により現在価格を算出する。
　　　　(オ)　建築施設の部分の概算額は，従前資産評価額及び事業費より算出し
た
          総原価額を用途別床面積と用途別床効用比により配分して，施設建築物
の一部の原価を求め，このホテルの原価額に各権利者の共有持分を乗じて算出す
る。
　　　　(カ)　権利変換は等価を原則とするが，事業完了時に価額を確定し，従前
資
          産評価と建築施設の部分の価額との間に差が生じた場合は，全員同意に
より清算するものとする。
　　　　(キ)　権利変換期日は平成９年５月１５日とする。
　　　　（乙１１，弁論の全趣旨）
　　　ウ　本件権利変換計画によれば，ｃは，以下の(ア)及び(イ)の権利を取得す
るものとされていた。
        (ア)　施設建築敷地に関する権利（土地所有権）の共有持分０．０７３５
２　８（権利の価額の概算額２億９４３８万１０００円）
        (イ)　本件施設建築物に関する権利（建物所有権）の共有持分０．１３１
３　（権利の価額の概算額５億５３０５万５０００円）
        　ｃは，平成９年３月２６日，本件権利変換計画に同意し，本件権利変換
計画は，同年４月１４日，千葉県知事により認可された。
        （乙１１，１２）
　　　エ　ｃは，権利変換期日である平成９年５月１５日，本件権利変換計画に基
づいて，本件事業の施設建築敷地（千葉県柏市α９７８番地の宅地２６４２．６６
平方メートル。以下「本件敷地」という。）の共有持分１００万分の７万３５２８
を取得し，同年８月８日，その旨の所有権保存登記を経由した。
　　　オ　本件組合は，平成１０年８月３日，本件施設建築物のうちホテルの用に
供する部分につき，株式会社帝國ホテル（以下「帝国ホテル」という。）との間
で，賃貸借予約契約を締結した。
　　(3)　ｃは，平成１２年１月２６日に死亡し，ｄ及び原告らの合計３名がｃを相
続（以下「本件相続」という。）した。
      　本件相続当時，本件施設建築物は未完成であり，相続財産のうち，本件敷
地の共有持分，及び，将来，本件施設建築物が完成したときに前記ウ(イ)のとおり
本件施設建築物の一部を取得する，本件権利変換計画に基づくｃの権利（以下「本
件権利」という。）は，原告らが各２分の１の割合で，これを相続した。
      （乙９の１及び２，弁論の全趣旨）
　　(4)　本件相続によりｄ及び原告らが取得した財産の内容及び価額は，本件権利
に関する部分を除いては，別表３順号１及び３ないし６に記載のとおりであり，債
務等の金額は，同表順号８に記載のとおりである。また，同人らの遺産に係る基礎
控除額は，別表４順号２に記載のとおりである。
　　(5)　原告らの本件相続に係る相続税の申告，修正申告，被告がした本件各処
分，これに対して原告らがした不服申立て等の経緯は，別表１及び別表２に記載の
とおりである。
　　(6)　本件施設建築物は，同年９月２９日に完成し，本件組合に引き渡され，原
告らは，本件権利変換計画に基づいて，本件施設建築物の一部（後記(7)アないしウ
の各区分建物の共有持分１００万分の１３万１３００の各２分の１）をそれぞれ取
得した。
      　本件組合は，同年１０月２６日，法１００条に基づいて，本件施設建築物
の建築工事が完了した旨を公告した。
　　(7)　本件施設建築物のうち，以下のアないしウの区分建物（以下，これらの区
分建物を「本件各区分建物」という。）につき，同年１２月２１日，ｃ，ｄ外６名



を共有者とする所有権保存登記（ｃ名義の共有持分の割合はそれぞれ１００万分の
１３万１３００）がされた。
      ア　家屋番号　α９７８番の１
        種　　類　ホテル
    イ　家屋番号　α９７８番の２
    　　種　　類　機械室
      ウ　家屋番号　α９７８番の５
      　　種　　類　ホテル
      （甲９ないし１１）
　　(8)　本件組合は，法１０３条１項に基づいて，原告らの本件敷地に関する権利
の価額及び本件施設建築物に関する権利の価額を，以下のとおり確定し，これを平
成１３年６月１４日付けの通知書をもって原告らに通知するとともに，法１０４条
に基づいて，従前の権利額４億２３７２万２０００円（ｃの従前の権利の価額の２
分の１）と以下のア及びイの権利の価額の合計額（４億０６８７万５６８０円）と
の差額１６８４万６３２０円を，以下のウのとおり，清算金として，原告らにそれ
ぞれ交付した。
      ア　施設建築敷地に関する権利の価額 　　　　１億４７１９万０５００円
      　　　　　　　　　（原告ら両名の合計額は，２億９４３８万１０００円）
      イ　施設建築物に関する権利の価額　         ２億５９６８万５１８０円
      　　　　　　　　　（原告ら両名の合計額は，５億１９３７万０３６０円）
      ウ　清算金　　　　　　　　　　　　　　　　　 　１６８４万６３２０円
      　　　　　　　　　　　（原告ら両名の合計額は，３３６９万２６４０円）
      （乙９の１及び２）
　　(9)　第一種市街地再開発事業施行中の施設建築物に関する財産の評価方法につ
      いては，財産評価基本通達（昭和３９年４月２５日付け直資５６，直審
（資）１７（但し，平成１２年４月２４日付け課評２―３による改正前のもの）。
以下「評価通達」という。）及び財産評価基準（以下「評価基準」という。）に
は，定めがない。
　　(10)　なお，本件各区分建物の平成１３年度の固定資産税評価額の合計額は，
１
      ７億６７２０万１６２０円であり，原告らの本件各区分建物に対する区分所
有権の持分の評価額の合計額は，約２億３２０３万３０００円である。
　３　争点
    　本件相続時における本件権利の価額の評価方法及び評価額，具体的には，本
件権利を，本件権利変換計画所定の本件権利の価額の概算額に基づいて評価すべき
か，それとも，本件各区分建物に対する原告らの共有持分の不動産鑑定評価額に基
づいて評価すべきか。
　４　争点に関する当事者の主張
　　（被告）
　　(1)　第一種市街地再開発事業施行中の施設建築物に関する財産の評価方法
　　　ア　地権者は，権利変換期日に権利変換計画の定めるところに従って，従前
有していた再開発事業の施行地区内の土地，建物等の権利（以下「従前権利」とい
う。）を失い，新たに施設建築敷地及び施設建築物に関する権利（以下「従後権
利」という。）を取得するのであるから，施設建築物に関する権利は，権利者が従
前有していた権利を喪失することの対価といえる。
　　　イ　ところで，権利変換計画では，従前権利と従後権利の概算額が，ほぼ一
致するように定められているはずであるが，実際の事業費の収支が権利変換計画と
一致するとは限らないことから，事業者は，第一種市街地再開発事業の工事が完了
したときは，速やかに，当該事業に要した費用の額を確定するとともに施設建築物
の一部等の価額を確定することとされ（法１０３条），施設建築物の一部等の概算
額と確定額に差額があるときは，その差額に相当する金額を徴収又は交付すること
とされている（法１０４条）。
        このような事業収支と権利の価額の関係をみると，権利者が従前所有して
いた財産の価額は，新建物建築のための費用に充てられているという関係がみられ
るのであって，地権者は事業施行者に対し従前土地建物の価値を前払いしていると
いうことができ，施設建築物に関する権利は，実質的に各地権者が負担すべき事業
費の前払金としての性格を有するものである。
        　そして，施設建築物に関する権利の「概算額」と「確定額」との関係



は，以下のとおりとなる。
        (ア)　概算額が確定額より多額の場合
        　　施設建築物に関する権利＝施設建築物の一部＋清算金
        (イ)　概算額が確定額より少額の場合
        　　施設建築物に関する権利＝施設建築物の一部－徴収金
        　以上の関係を検討すると，確定額が概算額を下回ったときとは，実際に
完成した建物の取得価額が概算額を下回ったときであり，その場合には，概算額よ
りも少ない価値しか取得できないことになるから，この価値の減少分に相当する清
算金を支払うという関係になる。他方，確定額が概算額を上回る場合は，実際に完
成した建物の価値が概算以上に増大したということになり，権利者は権利変換期日
において取得すべきものとされた価値以上の価値を取得することになるため，これ
に見合う金銭を支払うこととなるのである。
        　このようにみると，施設建築物に関する権利は，少なくとも，当初の概
算額に相当する価値の交付を受ける権利ということができるはずであって，その価
値は概算額を下回るようなことはないとみられるのである。
    ウ　以上のことからすれば，施設建築物に関する権利の価額は，本来，施設建
築物に関する権利の価額の概算額により評価されるべきである。　
        　もっとも，施設建築物に関する権利の目的は，施設建築物の一部，すな
わち建物そのものであるから，施設建築物に関する権利の評価に当たっても，評価
の安全性を考慮する必要があると解され，評価通達が他の財産の評価について採用
している安全率（評価通達９１，９２(3)）からすれば，施設建築物の一部を取得す
る権利における安全率は，３０パーセントとするのが相当である。
        　従って，施設建築物の一部を取得する権利は，施設建築物に関する権利
の概算額に１００分の７０を乗じて算出した価額で評価するのが相当である。
　　(2)　本件権利の価額
      　本件権利変換計画所定のｃの施設建築物に関する権利の価額の概算額は，
５億５３０５万５０００円であり，原告らは，本件事業の完了後，前記概算額と確
定額との差額である３３６９万２６４０円につき，各１６８４万６３２０円の清算
金を受領している。
      　原告らがｃから相続した本件権利は，前記概算額に１００分の７０を乗じ
て算出した価額で評価するのが相当であるから，本件権利の価額は，５億５３０５
万５０００円に１００分の７０を乗じて算出された３億８７１３万８５００円とい
うべきである。
　　(3)　本件各処分の適法性
      　以上のとおり，本件相続開始時における本件権利の価額は，３億８７１３
万８５００円であるから，本件権利の原告らの相続税の課税価格に算入されるべき
金額は，各１億９３５６万９２５０円である。そして，本件相続によりｄ及び原告
らが取得した，その余の財産の内容及び価額は，別表３順号１及び３ないし６，債
務等の金額は，同表順号８にそれぞれ記載のとおりであり，これらを前提として，
ｄ及び原告らの課税価格を算定すると，同表順号１０に記載の金額となる。また，
これらの課税価格を前提として，ｄ及び原告らの相続税の総額を算定すると別表４
記載のとおりとなり，これをもとに原告らの納付すべき税額を算定すると，別表３
順号１６記載の金額となる。
      　本件各更正における原告らの納付すべき税額は，これらの金額と同額であ
るから，本件各更正は適法であり，これに伴う本件各決定も適法である。
　　(4)　原告ら主張の評価方法の問題点
　　　ア　原告らは，本件施設建築物の完成建物の鑑定評価額である３億９０００
万円を基準として，本件権利を評価すべき旨主張するが，このような主張は，ｃ
が，建築中の本件施設建築物の共有持分を有していたことを前提とするものである
ところ，ｃが課税時期である平成１２年１月２６日に有していたのは，本件施設建
築物の一部を取得する権利であって，本件施設建築物の共有持分ではないから，原
告らの前記主張は，本件において評価されるべき財産の内容を誤ったものというほ
かない。
　　　イ　また，相続税法２２条は，相続により取得した財産の価額は，当該財産
の取得の時の時価による旨定めており，相続税における財産の評価においては，被
相続人死亡の日における時価が問題であって，これを決定するに当たって，相続後
に生じた事情を考慮することはできないところ，本件施設建築物は，被相続人の死
亡の日（平成１２年１月２６日）後の同年９月２９日に完成したものであるが，原



告らの主張は，本件施設建築物が竣工し，完成建物となったことを前提として評価
した額を基準とするものであるから，相続財産の評価に当たり，相続後の事情を考
慮するものであって，相続税法２２条の解釈に反するものであり，失当である。
        　なお，原告らの主張によっては，施設建築物の完成が被相続人の死亡の
日という課税時期から相当程度隔たるような場合，施設建築物が完成し，その価額
が明らかになるまで相続財産の評価をすることができず，したがって，課税もでき
ないという事態が生じ，課税実務に支障が生じることは明らかであり，このような
観点からしても，原告らの主張は，到底採用できるものではない。
    ウ(ア)　原告らは更に，本件施設建築物が完成した場合の本件各区分建物に対
するｃの共有持分の鑑定評価額の７０パーセントを乗じて算出された額が，本件権
利の価額であると主張するところ，同主張は，評価通達９１が，建築中の建物につ
いては，費用原価の７０パーセントで評価するとしていることに基づくものと考え
られる。
          　しかしながら，評価通達９１は，自ら費用を拠出して建物を建築する
場合，それが完成するまでの間に，不慮の災害による滅失のおそれや，経済的社会
情勢による，費用原価の変動の可能性があることから，これを斟酌し，費用原価の
３０パーセントを控除することによって，財産の評価の安全性を確保しようとする
趣旨のものであるのに対し，原告らが基準とする本件施設建築物の鑑定評価額は，
不動産評価に関して専門性を有する不動産鑑定士によって，その完成後の時点にお
ける本件施設建築物の時価を鑑定したものであるから，その鑑定評価額の当否はと
もかくとして，建築中の建物について考慮すべき評価の安全性を完成後の建物の評
価に加味することはできないというべきである。
          　また，本件についてみると，施設建築物に関し権利を取得する者は，
施行者が完成させる施設建築物に関する権利を取得するものであるから，不慮の災
害による滅失のおそれを斟酌する必要はないし，費用原価の変動による過不足につ
いても，法１０３条及び１０４条によって権利変換価額の確定によって清算される
ことが予定されているから，これを斟酌する必要もない（現に，原告らは費用原価
の減少によって生じた清算金を受領している。）。したがって，評価通達９１は，
本件に妥当しないというべきである。
      (イ)　原告らは，鑑定評価額に７０パーセントを乗じて算出された額を本件
権利の価額とすることの理由として，本件施設建築物のホテル部分が賃貸予定であ
ることをも挙げており，これは，評価通達９３が，貸家の評価については，家屋の
価額から借家権の価額を控除して評価するとしていることに基づくものであると考
えられる。
          　しかしながら，評価通達９３は，土地上の建物が借家権の目的となっ
ている場合，賃貸人は，自己使用の必要性等といった正当事由がある場合を除き，
賃貸借契約の更新を拒んだり，解約の申し入れをすることができず（旧借家法１条
の２，借地借家法２８条），借家権を消滅させるためには立退料の支払が必要にな
ること，借家人は，建物の引渡しによって第三者に対する対抗要件を有するから
（旧借家法１条１項，借地借家法３１条），当該建物を譲渡する場合，譲受人が当
該建物の利用について制約を受け，従って，当該建物の経済的価値が，借家権の目
的となっていない建物に比して低価値になることを考慮したものである。
          　このような趣旨からすると，評価通達９３にいう貸家及び貸家建付地
とは，現に借家権の目的になっている家屋及びその敷地の用に供されている土地を
いい，相続税法２２条からすれば，貸家及び貸家建付地に当たるか否かは，相続開
始時を基準として判断されるべきである。
          　これを本件についてみると，本件相続開始日である平成１２年１月２
６日当時において，本件組合と帝国ホテルとの間において，本件施設建築物のうち
ホテルの用に供する部分について，賃貸借予約契約が締結されているものの，本件
施設建築物は未完成であり，本件施設建築物が現に借家権の目的になっていたとい
う事実はない。
          　したがって，賃貸予定であるにすぎない本件施設建築物は，評価通達
９３の趣旨からして評価減の対象とされないから，原告の前記主張は，失当であ
る。
　　（原告ら）
　　(1)　本件権利の評価額
　　　ア　本件権利の評価方法
        　本件権利の内容は，本件施設建築物の一部を取得する権利なのであるか



ら，その価額を評価するに当たっては，完成した本件施設建築物そのものの客観的
な交換価値を基準とすべきである。本件施設建築物は，本件相続開始当時は未完成
であり，未完成建物の価額を直接的に評価する手法が確立されていない以上，まず
は完成した建物の価額の評価をせざるを得ない。完成建物の評価方法については，
一般的に合理的な評価方法が確立されており，不動産鑑定士による専門的な鑑定を
得ることができるのであるから，その評価額を基準とし，そこから更に，本件権利
の相続時における状況を加味して，本件権利の価額を求めるべきである。
　　　イ　本件相続開始時における本件各区分建物に対するｃの共有持分の価額
        　原告らから依頼を受けた不動産鑑定士の鑑定評価によれば，本件相続開
始時（平成１２年１月２６日）において本件施設建築物が完成していたと仮定した
場合，同時点におけるｃの本件各区分建物に対する共有持分の価額は，３億９００
０万円とされており，この評価額は，本件相続開始時における本件各区分建物に対
するｃの共有持分の客観的な交換価値を示しているものといえる。
    ウ　本件相続開始時における本件権利の価額
        (ア)　本件施設建築物は，本件相続開始時には建築途中であり，建物の滅
失や工事の中断等，不測の事態があり得たこと，ホテルの用に供する部分について
は，本件相続開始前に帝国ホテルとの間で賃貸借予約契約が締結されていたことを
考慮すると，本件権利の本件相続開始時における評価額は，前記イの評価額（３億
９０００万円）の７０パーセント，すなわち２億７３００万円と評価するのが相当
である。
        (イ)　被告は，地権者は事業施行者が完成させる施設建築物に関する権利
を取得するから，その価額の評価に際して，不慮の災害による建物の滅失のおそれ
等を斟酌する必要はないと主張する。
          　しかしながら，事業施行者において建物の滅失等の事故をカバーでき
る資力がなければ権利の実現は困難であり，リスクがあることに変わりはない。し
かも，本件の場合，本件事業の施行者は本件組合であり，ｃはその組合員だったの
であるから，事故によるリスクは自らに跳ね返ってくる。大手のゼネコンでさえ倒
産のリスクが大きい近年の経済情勢においては，災害のみならず，工事中断等によ
る混乱のおそれもあり得るのであるから，全くリスクがないと断じることは現実的
ではない。未完成な建物について，権利が実現される１００パーセントの保証がな
い状況において，完成建物と同価で取引に応じる者は皆無であろう。
          　従って，原告らにおいて，本件相続開始時における本件権利の価額を
２億７３００万円と算定したことには合理的な理由がある。また，この程度の修正
をしたとしても，この価額は，本件各区分建物の原告らの共有持分の平成１３年度
の固定資産税評価額（約２億３２０３万３０００円），あるいは，これに原告らが
受領した清算金の合計額（３３６８万４６４０円）を加えた金額（約２億６５７１
万７６４０円）を上回るものであることに照らせば，過剰修正のおそれはない。
    エ　原告らの課税価格及び納付すべき税額
        　以上のとおり，本件相続開始時における本件権利の価額は，２億７３０
０万円であるから，原告らの相続税の課税価格に算入されるべき金額は，各１億３
６５０万円となる。そして，本件相続によりｄ及び原告らが取得した，その余の財
産の内容及び価額は，別表３順号１及び３ないし６，債務等の金額は，同表順号８
にそれぞれ記載のとおりであり，これらを前提として原告らの課税価格を算定する
と，原告ａの課税価格は３億８５０９万５０００円，原告ｂの課税価格は２億９７
４７万１０００円となり，ｄ及び原告らの課税価格の合計額は９億１４１７万７０
００円となる。これをもとに，ｄ及び原告らの遺産に係る基礎控除額を８０００万
円とし，法定相続分をｄを２分の１，原告らを各４分の１として，原告らの納付す
べき相続税額を算定す
ると，原告ａの納付すべき相続税額は１億３１９３万３４００円，原告ｂの納付す
べき相続税額は１億０１９１万３４００円となる。
        　本件各更正における課税価格及び納付すべき税額は，それぞれ前記各課
税価格及び納付すべき税額を上回るから，本件各更正は，これらの各金額を上回る
限度で違法であり，本件各更正を前提とする本件各決定も違法である。
　　(2)　被告の主張に対する反論
      　被告主張の本件権利の価額の評価方法は，以下に述べるとおり，①　本件
権利の交換価値ではなく，本件権利の取得価額である権利変換価格（本件権利の価
額の概算額）に基づいてこれを評価する点，及び，②　本件相続開始時（平成１２
年１月２６日）と時期的に離れた権利変換期日（平成９年５月１５日）における評



価額に基づいて本件権利の価額を評価する点，の２点において，著しく不合理なも
のというべきである。
　　　ア　権利変換価格（本件権利の価額の概算額）によることの問題点
        (ア)　権利変換後の権利（従後権利）である施設建築物及び施設建築敷地
に関する権利の概算額とは，従後権利の全体を取得するためにどれだけのコストが
かかるかを事業全体の収支をもって算出し，その上で，各権利者が喪失する従前権
利の価格の割合に応じて，そのコストを割り振ったものであり，要するに，従後権
利を取得するための費用すなわち取得価額であって，従後権利の交換価値を測定し
たものではない。
          　従後権利の価格の概算額が，従後権利の交換価値を意味するというた
めには，費用と価値とが一致するという前提がなければならないが，そのような前
提は明らかに誤ったものである。また，本件事業の費用には，資産の取得に直接向
けられたもの以外の補償費（明け渡しに伴う損失補償費）等，間接的な費用も含ま
れているのであって，本件権利の価額の概算額を，本件各区分建物の共有持分の費
用原価と捉えることにも問題がある。
          　被告は，従後権利の取得の対価として従前権利が喪われることを理由
に，両者の間に交換価値としての対価性があるかのように主張するが，従前権利の
価格は，各地権者がどれだけの出捐をしたかという観点からの取得費用であり，従
後権利の価格の概算額は，事業施行者が各地権者に分配する従後権利のために，ど
れだけ費用をかける計画であるかという観点からの取得費用であるから，両者はい
ずれも従後権利を取得するための費用としての性格を持つものであって，両者の一
致は，取得価額としての一致を意味するにすぎず，交換価値上の等価性を意味しな
い。
          　結局，被告の主張は，取得価額は交換価値を意味するとの結論を繰り
返しているにすぎない。
          　また，被告は，従後権利の価格の概算額と確定額との間の差額が清算
されることを指摘するが，その場合の清算も，従後権利の交換価値に着目してされ
るものではない。概算額と確定額との差額が生じるのは，計画時における当初の収
支見積りと実際の事業収支が一致しないためであって，増減が生じているのは事業
収支でしかなく，価値の増減を意味するわけではない。
          　しかも，原告らが本件組合から清算金として受領した金額は，本件権
利の価額の概算額の６パーセント相当にすぎないところ，大手ゼネコンにおける大
規模開発ビルの建設費は，平成１０年ないし平成１２年頃の間だけでも最大で４０
パーセントの下落が生じており，建設工事費の下落は著しいものがある。そして，
後記イのとおり，本件権利の価額の概算額は，平成７年９月の時価評価を基にした
ものであって，本件権利の確定時（平成１３年６月）とは５年９ヶ月もの開きがあ
ることからすれば，本件権利の価額の６パーセント程度の減価が現実の費用原価の
下落を反映したものでないことは明らかである。
        (イ)　取得価額をもって相続財産の価額とする評価方法は，物価が上昇し
続ける経済状況にあっては過剰評価のおそれがないため相続財産の評価方法として
許容できるものであったとしても，平成３年のいわゆるバブル経済の崩壊以降，物
価全体が下落傾向にあるデフレ経済のもとでは，取得時から相続開始時まで間に物
価が下落するため，取得価額が常に相続開始時における時価を常に上回ることにな
り，例外なく過大評価となり過酷な納税義務を課す結果となって，その合理性が完
全に失われているというべきである。
　　　　(ウ)　被告は，本件権利の価額の概算額の７０パーセントに相当する額
を，本件相続時における本件権利の価額とすることによって，取得価額を評価額と
することの不合理性を回避しようとするが，７０パーセントとした理由は抽象的で
あって，その減価率がデフレ経済下における時間的経過に耐え得るものかという本
質的な問題については，実質的な根拠は何も示されていない。
          　被告の評価方法は，評価通達９１（建築中の建物の評価）等にみられ
る費用現価等の７０パーセントを評価額とする評価基準を採用したものと推察され
るが，評価通達が課税実務において是認されるのは，大量に発生する案件を迅速か
つ公平に処理するという行政上の要請があるためである。これに対し，本件権利の
ような特殊な財産については，そもそも評価通達には定めが亡く，また，第一種市
街地再開発事業の施行中で，しかも権利変換期日後に相続が発生するような事例は
稀であろう。このような特殊事例を，他の大量に発生する案件と同列に扱い，評価
通達の形式的な適用ないしその類推適用をもって評価することには無理がある。評



価通達による評価に不都合があれば，鑑定評価等の他の手法によるべきである。
　　　イ　本件相続開始時と時期的に離れた権利変換期日における評価額によるこ
との問題点
        　被告主張の評価方法は，本件相続開始日（平成１２年１月２６日）より
２年半以上も前の権利変換期日（平成９年５月１５日）における本件権利の権利変
換価格（本件権利の価額の概算額）を基準とする点でも，著しく不合理なものとい
うべきである。しかも，前記概算額は，実質的には，本件権利変換計画の素案にお
いて用いられた平成７年９月における本件土地の評価額（１６億４３１０万５００
０円）を基礎として，それをやや増額修正しながら踏襲している点で，本件相続開
始時より４年以上前の平成７年９月における時価評価を反映した価額であるといえ
る。
        　したがって，被告の主張する評価方法は，本件相続開始時より４年以上
前の時価評価に基づいて本件相続開始時における本件権利の価額の評価をしようと
するものであって，たとえ修正を加えたとしても，根本的に無理のある評価手法と
いわざるを得ない。
第３　争点に対する判断
  １　本件権利の価額の概算額の算定過程等
    (1)　従前権利と従後権利の評価基準日
      　法は，第一種市街地再開発事業において，施行地区内に宅地若しくは建築
物又はこれらに関する権利を有する者のこれらの権利（従前権利）を，権利変換計
画の定めるところに従って，権利変換期日に一挙に，従後の施設建築敷地若しくは
その共有持分，又は施設建築物の一部等に変換するという仕組みを採用する（法８
７条）とともに，従前権利と従後権利の価額の評価については，両者の評価時点を
一致させる原則を採用し，従前権利の価額は，法７１条１項又は同条５項所定の３
０日の期間を経過した日（以下「評価基準日」という。）を基準日として評価すべ
き旨を定め（法８０条１項），従後権利の価額についても，将来の建築工事完了後
の状態における見込み評価額（概算額）を，評価基準日に引き戻して概算評価すべ
き旨を定め（法８１条
），これらを権利変換計画に定めるべきこととしている（法７３条１項３号，４
号）。
      　このように法が両者の評価時点を一致させた趣旨は，従前権利の価額につ
いては権利変換計画作成前に評価し，従後権利の価額については現実に施設建築物
が完成した後に評価する方法によるとすると，第一種市街地再開発事業の開始から
施行終了までには通常２年以上の時間の経過を伴うため，２つの評価時点の間の２
年以上の時間的経過による時価の差，すなわち地価の上昇，低落等の物価変動が施
設建築物等の価額の評価に影響を及ぼし，資産の正当な評価を行うことができなく
なり，ひいては公正な権利変換の基盤が害されるおそれがあることから，これを避
け，資産の正当な評価を図ることにあると解される。
　　(2)　従後権利の価額の概算額の算定方法
      　権利変換計画における従後権利の価額の概算額は，政令で定めるところに
より，第一種市街地再開発事業に要する費用，及び，評価基準日における近傍類似
の土地，近傍同種の建築物又は近傍類似の土地若しくは近傍同種の建築物に関する
同種の権利の取引価格等を考慮して定める相当の価額を基準として定めるべきもの
とされている（法８１条）。
      　そして，法施行令２８条３項によれば，権利変換計画における施設建築物
の一部の価額の概算額は，①　当該施設建築物の一部の価額（建築物価額）に，②
　当該施設建築物の一部に係る地上権の共有持分の価額，を加えた額とされてお
り，前記①の建築物価額は，Ａ　施設建築物の整備に要する費用のうち当該施設建
築物の一部の整備に要するもの（整備費）を償い，かつ，Ｂ　基準日における近傍
同種の建築物の価額を参酌して定めた当該施設建築物の一部の価額の見込額をこえ
ない範囲内において定めるものとされており，前記Ａの整備費が，前記Ｂの見込額
をこえるときは，前記Ｂの見込額をもって建築物価額とするものとされている。
      　以上の各規定によれば，権利変換計画における施設建築物の一部の権利の
価額の概算額は，評価基準日における当該施設建築物の一部に係る整備費すなわち
原価と，評価基準日における時価の見込額の双方を勘案し，原価が時価の見込額以
下であれば，原価から時価の見込額までの間で定めることとなり，原価が時価の見
込額を上回れば，時価の見込額を概算額とすることとなる。
　　(3)　本件権利の価額の概算額の算定過程



      　前記２の２(2)イの事実及び証拠（乙１１）並びに弁論の全趣旨によれば，
以下の事実が認められる。
      ア　本件事業における従前権利及び従後権利の評価基準日は，権利変換期日
（平成９年５月１５日）の約３ヶ月前の平成９年２月２０日である。
      イ　本件権利変換計画においては，従前権利を有する者が権利変換により取
得する本件施設建築物の一部等の権利の価額の概算額は，概要，以下のとおり算出
された。すなわち，
        (ア)　本件事業の総原価額１３９億５６６０万７０００円（①　用地費す
なわち前記評価基準日における従前資産評価額の合計額５９億０３３１万３０００
円と，②　その余の事業費（調査設計計画費，土地整備費，補償費，工事費，事務
費，予備費）８０億５３２９万４０００円の合計額）から，補助金等収入合計２９
億４７５６万２０００円を差し引いて，床価額１１０億０９０２万５０００円（こ
のうち４００億３３６０万円は土地持分額，７００億５６４０万円は建物部分価
額）を算出した上，
　　　　(イ)　これをホテルと事務所のそれぞれの専有面積及び用途別床効用比
（ホテル：事務所＝９９．８：１００）により配分して，本件施設建築物の一部
（ホテル）の原価額（ホテル床価額）６４億５４２４万円（このうち建物持分相当
額は４２億１２１４万円，土地持分相当額は２２億４２０６万円）を求め，
　　　　(ウ)　このうち，ほぼ従前資産評価額総額に相当する５９億０３２６万８
０００円を，従前権利を有していた者が取得する権利床とし，その余の５億５０９
３万２０００円は，事務所（床価額４５億５４８０万円）と共に保留床とした。
　　　　(エ)　そして，従前権利を有していた者が取得する従後権利の床価格が，
それぞれの従前資産評価額と概ね同額となるように，各専有部分の共有持分の割合
を定め，その更に約５６パーセントを，それぞれの本件敷地に対する共有持分の割
合と定めた。
　　　　(オ)　その上で，①　前記(イ)のホテル床価額６４億５４２４万円に，前
記(エ)の従前権利を有していた者の各専有部分の共有持分の割合を，それぞれ乗じ
て，各自の従後権利の床価額を算出し，更に，②　前記(イ)のホテル床価額のうち
の建物持分相当額４２億１２１４万円に，前記(エ)の従前権利を有していた者の各
専有部分の共有持分の割合を乗じて，その者の取得する本件施設建築物の一部に関
する権利の価額の概算額を算出した。
          　また，従前権利を有していた者が取得する本件敷地に関する権利の価
額の概算額については，その者の従後権利の床価額（前記①の価額）から，その者
の本件施設建築物の一部に関する権利の価額の概算額（前記②の概算額）を差し引
いて算出した。
      (カ)　なお，本件権利変換計画においては，従前資産額総額５９億０３３１
万３０００円と，床価額のうち権利床とされた部分の価額５９億０３２６万８００
０円との差額４万５０００円が，清算予定額とされた。
　　　　(キ)①　ｃについては，その従前資産の評価基準日（平成９年２月２０
日）における評価額が８億４７４３万４０００円であったことから，本件権利変換
計画では，ｃの取得する本件施設建築物の一部（ホテル部分）の専有部分の共有持
分の割合は，同人の従後権利の床価格が従前資産の評価額とほぼ同額となるよう
に，０．１３１３と定められ，本件敷地の共有持分の割合は，その５６パーセント
に相当する０．０７３５２８と定められた。
          ②　前記①のｃが取得する本件施設建築物の一部（ホテル部分）の専有
部分の共有持分の割合０．１３１３を，前記(イ)のホテル床価額６４億５４２４万
円に乗じて，ｃの取得する従後権利の床価格を算定すると，前記従前資産の評価額
とほぼ同額の８億４７４３万６０００円（但し１０００円未満切り捨て）となる。
          ③　本件権利変換計画においては，ｃの取得する本件施設建築物の一部
に関する権利の価額の概算額は，前記①のｃが取得する本件施設建築物の一部（ホ
テル部分）の専有部分の共有持分の割合０．１３１３を，前記(イ)のホテル床価額
のうちの建物持分相当額４２億１２１４万円に乗じて算出される５億５３０５万３
９８２円とほぼ同額の５億５３０５万５０００円とされた。
          ④　また，本件権利変換計画においては，ｃの取得する本件敷地の共有
            持分の価額の概算額は，前記②のｃの従後権利の床価格８億４７４３
万６０００円から，前記③のｃの取得する本件施設建築物の一部に関する権利の価
額の概算額５億５３０５万５０００円を差し引いた２億９４３８万１０００円とさ
れた。



　　(4)　施設建築物の一部等の価額等の確定及び清算
      　前記(1)及び(2)のとおり，権利変換計画においては，施設建築敷地の共有
持分，施設建築物の一部等の価額については，将来の建築工事完了後の状態におけ
る見込み額を，事業完了前の評価基準日に引き戻して概算評価した概算額を定める
こととされており（法８１条），評価基準日後，実際に権利変換計画が策定され，
施設建築物の細部の設計が定められ，地区内の建築物の移転，除却が行われ，更に
は施設建築物の建築工事が行われ，事業が完了するまでの間には，施設建築敷地及
び施設建築物の設計の変更，物価の変動等の事情により，評価基準日において見込
んだ施設建築敷地及び施設建築物の整備の費用と実際に要した費用との間に差が生
じ得るほか，事業完了後の状態における施設建築敷地及び施設建築物の評価基準日
に引き戻した評価した価
額が変動することも考えられる。
      　そこで，法は，施行者に対し，工事完了後すみやかに，当該事業の費用の
額を確定すべきことを定めるとともに，政令で定めるところにより，事業費の確定
額と，評価基準日における近傍類似の土地，近傍同種の建築物又は近傍類似の土地
若しくは近傍同種の建築物に関する同種の権利の取引価格等を考慮して定める相当
の価額を基準として，従後権利を取得した者ごとに，施設建築敷地，その共有持分
若しくは施設建築物の一部等の価額等を確定し，これをその者に通知すべきことを
定めて（法１０３条１項），評価基準日に既に施設建築物が完成し，事業が完了し
ていることを想定して定めた施設建築敷地，その共有持分若しくは施設建築物の一
部等の価額の概算額の見直しを，事業の原価の算定，及び，事業完了後の状態にお
ける施設建築敷地，そ
の共有持分若しくは施設建築物の一部等の評価額の算定の２つの面から，行うもの
としている。
      　そして，法施行令４１条１項は，法１０３条１項所定の施設建築敷地，そ
の共有持分若しくは施設建築物の一部等の価額，建築施設の部分の価額の確定は，
概算額の算定の際と同様に，法施行令２８条，２９条又は４６条の規定の例により
行わなければならないものとしている。
  (5)　本件権利の価額の確定及び清算
      　前記第２の２の事実及び証拠（乙９の１及び２，１１，１２，１３の１及
び２）並びに弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められる。
      ア　本件権利変換計画においては，前記(3)イ(ア)のとおり，評価基準日にお
ける用地費（従前資産額）以外の事業費の予定額は，８０億５３２９万４０００円
とされていたが，その後，本件事業の施行の過程で，施設建築物の追加変更工事の
発生等により工事費が増大したほか，調査設計計画費，補償費等も増大し，本件事
業完了後に確定した用地費（従前資産額）以外の事業費は，当初の予定額を３億２
８２３万６０８３円上回る８３億８１５３万００８３円（但し仮払消費税３億７９
８４万７０４０円及び清算金交付金２億３４６９万５０００円を除く。）に上っ
た。
　　　イ　一方，本件権利変換計画においては，評価基準日における収入金の予定
額は，保留床処分金５１億０５７３万２０００円，補助金１億９８８７万５０００
円，公共施設管理者負担金２５億６９１８万７０００円等合計８０億５３２９万４
０００円とされていたが，その後，参加組合員負担金，分担金，付帯収入その他の
収入等があったこと等によって，本件事業完了後に確定した収入金は，当初の予定
額より７億６４１２万８１２３円多い８８億１７４２万２１２３円（但し仮受消費
税１億７８６５万円を除く。）に上った。
　　　ウ　本件組合は，本件施設建築物の建築工事完了後，法１０３条１項に基づ
        いて，前記アのとおり本件事業の費用の額を確定した上，(ア)　原告ら両
名が各２分の１の割合でｃから相続した本件敷地に関する権利の価額については，
本件権利変換計画における概算額と同額の２億９４３８万１０００円（但し各原告
の権利の価額は，その２分の１の価額である１億４７１９万０５００円）とし，
(イ)　原告ら両名が各２分の１の割合でｃから相続した本件施設建築物に関する権
利の価額については，本件権利変換計画に当該権利の価額の概算額５億５３０５万
５０００円を３３６８万４６４０円下回る，５億１９３７万０３６０円（但し各原
告の権利の価額は，その２分の１の価額である２億５９６８万０３６０円）と確定
し，その価額を平成１３年６月１４日付けで各原告に対しそれぞれ通知した。
        　さらに，本件組合は，ｃの評価基準日における従前資産の価額８億４７
４４万４０００円と，前記(ア)の本件敷地に関する権利の価額の確定額及び前記



(イ)の本件施設建築物に関する権利の価額の確定額の合計額である８億１３７５万
１３６０円との差額３３６９万２６４０円を清算金として原告らに交付することと
し（但し，各原告の清算金の金額は，その２分の１である１６８４万６３２０
円），その旨を前記各通知において，各原告に対し，それぞれ通知した上，これを
交付した。
　２　本件権利の相続時における価額の評価方法について
　　(1)　相続税法２２条は，相続税の課税価格となる相続財産の価額は，特別に定
      める場合を除き，当該財産の取得時における時価によるべき旨を定めてお
り，ここにいう時価とは，相続開始時における当該財産の客観的な交換価格をいう
と解される。
　　(2)　原告らが本件相続によりｃから取得した本件権利についても，その相続財
産として価額の評価は，相続税法２２条により，本件相続開始時の時価すなわち客
観的な交換価格をもってすべきものと解される。
　　(3)　そこで，本件権利の内容についてみるに，本件権利は，前記第２の１及び
２のとおり，地権者であるｃが，本件権利変換計画に基づいて，本件事業の施行者
である本件組合に対して有していた債権であり，これに基づいて債務者である本件
組合に対し請求することのできる給付として，まず，将来，本件敷地上に本件施設
建築物が完成したときに，本件権利変換計画所定の共有持分割合（１００万分の１
３万１３００）により，本件組合から本件施設建築物の一部の移転を当然に受ける
ことが挙げられる。
      　また，法が，事業完了後，事業施行者が確定した施設建築敷地若しくはそ
の共有持分又は施設建築物の一部等（従後権利）の価額と，従前資産の価額との間
に差額がある場合につき，地権者に対し，差額相当の金額を徴収し又は交付による
清算をすべきことを義務付けていること（法１０４条１項）からすれば，本件権利
のように地権者が権利変換計画に基づいて権利変換期日後，事業完了前に施行者に
対して有する債権には，将来，事業完了後に従後権利の確定価額が従前資産の価額
を下回ったときは，その差額につき清算金の交付を請求できるという権利も含まれ
ると解するのが相当である。
      　そうすると，本件権利は，①　本件施設建築物が完成したときに，本件権
利変換計画の定めるところにより，本件組合から当然に，１００万分の１３万１３
００の共有持分割合で，その一部の移転を受けるという給付，及び，②　本件権利
変換計画所定の従後権利（本件敷地の共有持分０．０７３５２及び本件施設建築物
の一部の共有持分０．１３１３）の確定価額が従前資産の価額に下回るときは，差
額相当の清算金の交付を受けるという給付，以上の２つの給付を目的とする権利で
あるということができる。
　　(4)　そして，前記清算の基礎となる従前資産の価額，及び，従後権利の確定価
額は，いずれも評価基準日における評価額とされている（法１０４条１項，８０条
１項，１０３条１項）のであるから，地権者が，権利変換計画に基づいて有する権
利により事業施行者から受けることができる給付（施設建築敷地若しくはその共有
持分又は施設建築物の一部等の不動産に対する権利。清算金が生じる場合には清算
金も含む。）の価額は，評価基準日における従前資産の価額に一致するということ
ができる。そうすると，地権者が権利変換計画に基づいて権利変換期日以降，事業
完了前の段階で事業施行者に対して有する債権は，評価基準日における従前資産の
価額相当の価値を有する給付を目的とする権利であるということができる。
　　(5)　ところで，前記第２の２のとおり，地権者であるｃは，本件権利変換計画
において，その従前資産全体に対応する権利として，施設建築敷地に関する権利の
共有持分０．０７３５２及び本件施設建築物に関する権利の共有持分０．１３１３
を取得する旨定められたものであるところ，本件権利は，後者の権利を将来事業完
了後に取得するという債権であって，従前資産全体に対応する従後権利全体に関す
る債権ではないから，本件権利が単独で，評価基準日におけるｃの従前資産の価額
相当の価値を有する給付を目的としているということはできない。
      　もっとも，権利変換計画においては，従後権利は従前資産に対応する権利
として与えられるものであるため（法７３条１項３号，４号），従後権利の価額の
概算額の総額は，原則として，従前資産の価額の総額とほぼ一致するように定めら
れるのであり，本件権利変換計画においても，前記１で認定したとおり，まず，ｃ
の従後権利（施設建築敷地に関する権利の共有持分０．０７３５２及び本件施設建
築物に関する権利の共有持分０．１３１３）の価額の概算額の総額を，同人の従前
資産の価額の総額とほぼ一致するように定めた上で，これを施設建築敷地部分に関



する権利と本件施設建築物に関する権利のそれぞれの価額の概算額に配分する方法
により，従後権利のそれぞれの価額の概算額を定めている。
      　そうすると，本件権利変換計画で定められた本件施設建築物に関する権利
の価額の概算額は，従後権利全体が対応する，評価基準日におけるｃの従前資産の
価額相当の価値のうち，本件施設建築物に関する権利の共有持分０．１３１３が占
める部分を反映したものとみることができるから，本件施設建築物に関する権利の
共有持分０．１３１３を将来取得すること等を目的とする債権である本件権利は，
評価基準日におけるｃの従前資産の価額相当の価値のうち，その一部に対応するも
のとして本件権利変換計画で定められた，施設建築物に関する権利の共有持分０．
１３１３の価額の概算額５億５３０５万５０００円相当の価値の給付を目的とする
権利であると捉えることができる。
　　(6)　前記(4)のとおり，地権者が権利変換計画に基づいて事業施行者に対して
有する権利は，あくまでも，評価基準日における従前資産の価額相当の価値を有す
る給付を目的とするもの，すなわち，評価基準日における評価額に引き直すと権利
変換計画所定の従前資産の価額相当となる価値を交付するものであって，従前資産
の価額相当の金額を目的とする金銭債権のように，時点を問わず，権利者に対し，
権利変換計画所定の従前資産の価額相当の価値の給付を受けさせるものではない。
したがって，権利変換計画所定の従前資産の価額は，権利の価額の評価に当たり，
権利の価額に相当に近接する値を示す有用な指標であるとはいえても，評価の時点
を問わず権利の客観的な交換価値そのものを示す値であるとはいえない。
      　前記(5)のとおり，本件権利は，ｃの従前資産の価額の一部に対応する，本
件権利変換計画所定の本件施設建築物に関する権利の価額の概算額（５億５３０５
万５０００円）相当の価値を交付する債権と捉えることができるが，ここにいう概
算額（５億５３０５万５０００円）相当の価値の交付もまた，評価基準日（平成９
年２月２０日）において評価した場合に概算額相当となる価値の交付を意味するも
のであって，交付の時点において５億５３０５万５０００円と評価される価値を交
付することを意味するものではないから，前記概算額を，評価の時点にかかわらず
直ちに本件権利の時価を示すものということはできない。
　　(7)　もっとも，本件権利のように，権利変換期日後，施設建築物完成前の段階
において地権者が権利変換計画に基づいて事業施行者に対して有する権利について
は，取引の対象となることはほとんどないと考えられ，したがって，このような権
利について相続が発生した場合に，その相続開始時点における客観的な交換価値
を，同種権利の取引事例等に参考として鑑定評価することはほぼ不可能である。ま
た，このような権利は，最終的には，施設建築物の一部等に対する権利（及び清算
金がある場合は清算金請求権）の取得を目的とするものであるから，後述のとお
り，施設建築物の一部等に対する権利（共有持分）の価額も，本件権利の相続時の
価額の評価する有用な指標となる場合があると考えられるものの，相続開始時点に
おいて施設建築物が完成
していない場合に，その完成を待って相続人が取得した施設建築物に対する権利の
価額を鑑定評価した上，その価額を更に相続開始時点まで時点修正して評価し，そ
の価額をも参考として，相続財産である権利（権利変換期日後，事業完了前の権利
変換計画に基づく地権者の権利）の相続開始時点における価額を評価するという作
業を行うことは，大量の事件を効率的かつ迅速に処理することが要請される相続税
の課税実務においては，現実には困難であるというべきである。
　　(8)　前記(3)ないし(5)に述べたとおりの権利変換期日後，事業完了前の権利変
換計画に基づく地権者の権利の内容，性質，権利の価額と権利変換計画において定
められた従後権利の価額の概算額との関係に加え，前記(7)に述べた権利の価額の評
価の困難性，相続税課税実務の実情等も勘案すると，相続税の課税実務において，
このような権利を相続財産として評価する場合に，通常，当該権利（債権）の価額
に相当近接する値である，従後権利（不動産共有持分等）の権利変換計画における
価額の概算額をもって，これを評価することは，十分合理性のある簡便な評価方法
による評価として，原則として許されるというべきである。
　　(9)　もっとも，前記のとおり，権利変換期日後，事業完了前の権利変換計画に
基づく地権者の権利は，最終的には，不動産である施設建築敷地等に対する権利
（及び清算金が発生する場合には清算金請求権）を目的とするものであることに鑑
みれば，当該権利は債権であり，施設建築敷地等に対する権利（及び清算金が発生
する場合には清算金請求権）は物権（及び債権）であるという違いはあるにして
も，当該権利の客観的な交換価値が，その最終的な目的である施設建築敷地等に対



する権利（及び清算金が発生する場合には清算金請求権）の客観的な交換価値を著
しく上回るとは考え難い。
      　そうすると，例えば，施設建築物の完成後にこれに対する地権者の従後権
利の価額を鑑定評価した上，これを相続開始時に時点修正して同時点における価額
を算出したところ，その価額（事業完了後に清算金が生じた場合には当該権利者が
交付を受けた清算金の価額も加えた額）が，当該権利に係る従後権利の権利変換計
画における価額の概算額を著しく下回るような場合には，概算額が，当該権利の相
続開始時における客観的価値に相当に近接する価額であるとみることはできないと
いうべきであって，そのような場合には，概算額をもって当該権利の相続発生時の
価額とすることは許されないというべきである。
　　(10)　そこで，本件についてみるに，証拠（甲３）によれば，ｄの依頼を受け
た不動産鑑定士が平成１２年１０月２５日付けで作成した不動産鑑定評価書（甲
３。以下「本件評価書」という。）においては，完成後の本件施設建築物の価額
を，本件相続開始時（平成１２年１月２６日）に時点修正して評価した上，その価
額に基づいて，同時点におけるｃの本件施設建築物に対する権利（共有持分０．１
３１３）の価額が算定されており，その価額は３億９０００万円とされていること
が認められる。
      　また，前記第２の２のとおり，本件組合は，本件事業完了後，原告らに対
し，清算金として，各１６８４万６３２０円，合計３３６９万２６４０円を支払っ
ている。
      　本件評価書におけるｃの本件施設建築物に対する権利（共有持分０．１３
１３）の評価額に，前記清算金合計額を加えると，４億２３６９万２６４０円とな
り，これは，本件権利変換計画所定のｃの本件施設建築物に対する権利（共有持分
０．１３１３）の価額の概算額である５億５３０５万５０００円を，１億２９００
万円余り下回ることとなる。
      　仮に，本件評価書におけるｃの権利の価額評価が正当なものであるとすれ
ば，以上のように，本件権利変換計画所定のｃの本件施設建築物に対する権利（共
有持分０．１３１３）の価額の概算額と，相続開始時点である平成１２年１月２６
日時点におけるｃの本件施設建築物に対する権利（共有持分０．１３１３）の価額
及びその後原告らに支払われた清算金の価額の合計額との間に，１億円を超える乖
離が存する以上，本件施設建築物に対する権利（共有持分０．１３１３）の価額の
概算額を，本件相続開始時における本件権利の価額に近接する価額を示すものとみ
ることは困難というべきである。
　　(11)　もっとも，被告は，本件各更正において，本件施設建築物に対する権利
（共有持分０．１３１３）の価額の概算額（５億５３０５万５０００円）それ自体
をもって，本件権利の本件相続開始時における価額としているのではなく，評価の
安全性の見地から，これに１００分の７０を乗じて算出した３億８７１３万８５０
０円をもって，本件権利の本件相続開始時における価額としている。この価額は，
本件評価書におけるｃの本件施設建築物に対する権利の評価額３億９０００万円を
下回るものであるから，もとより前記評価額に清算金の金額を加えた４億２３６９
万２６４０円をも下回るものである。
  (12)　以上のとおり，本件各更正における本件権利の評価額は，仮に，本件評価
書におけるｃの権利の価額評価が正当なものであるとしても，これに清算金を加え
た金額を約３６５０万円余りも下回るものであることに照らすと，それが本件相続
開始時における本件権利の客観的価値を上回るものであるとは考え難いというべき
である。したがって，本件各更正には，本件権利の価額をその本件相続開始時にお
ける時価を超えて過大に評価した違法はなく，本件各更正は適法なものというべき
である。
  (13)　これに対し，原告らは，本件相続開始時には本件施設建築物は建築途中で
あって，建物の滅失，工事の中断等の不測の事態があり得たこと，ホテルの用に供
する部分については，本件相続開始前に帝国ホテルとの間で賃貸借予約契約が締結
されていたことを考慮すると，本件権利の本件相続開始時における価額は，本件評
価書におけるｃの本件施設建築物に対する権利の評価額３億９０００万円の７０パ
ーセントに相当する，２億７３００万円と評価すべきであると主張する。
      　しかしながら，既に述べたとおり，本件権利は，物権である本件施設建築
物に対する権利（共有持分０．１３１３）自体ではなく，また，本件相続開始時点
で建設中の本件施設建築物に対する共有持分でもなく，将来，事業が完了したとき
に本件組合から本件施設建築物に対する権利を取得し，清算金が生じるときには，



その交付を受けることを目的とする債権なのであり，権利者が受ける給付の価値と
いう点からみれば，評価基準日（平成９年２月２０日）において，本件権利変換計
画所定の本件施設建築物に対する権利（共有持分０．１３１３）の価額の概算額
（５億５３０５万５０００円）と評価される価値を交付する権利，換言すれば，本
件相続開始の時点においても，評価基準日に評価すれば５億５３０５万５０００円
相当となる価値を，将来
完成する施設建築物の一部及び清算金という形で交付することを求める権利なので
ある。このような本件権利の内容，性質に照らすと，本件施設建築物に対する権利
（共有持分０．１３１３）の価額を本件相続開始時点に時点修正して評価した価額
は，前記(12)のとおり，本件権利の本件相続開始時点における価額を評価する上で
の有用な指標とはなり得ても，それ自体を本件権利の客観的な価額と捉えることは
できない（特に本件のように清算金が交付されている場合に，本件権利の価額の評
価上，その金額を控除することは不合理なことというべきである。）というべきで
あり，ましてや，本件相続開始当時，本件施設建築物が建築途中であったことや，
賃貸借予約契約が締結されていたことを理由に，その３割を減じた価額を，本件権
利の客観的な価額と
みるべき合理的な理由はないというべきである。
      　また，前記認定のとおり，本件評価書における本件施設建築物に対する権
利（共有持分０．１３１３）の価額の評価は，不動産の価額評価につき専門的知識
を有する不動産鑑定士によって，本件施設建築物の完成後に行われたものであっ
て，簡便な評価方法が採られる場合には考慮されない経済的社会情勢による費用原
価の変動の可能性等をも考慮した上で，価額評価をしたものと考えられる。この意
味からも，本件評価書における評価額について，更に，簡便な評価方法が採られる
場合に評価の安全性を確保するために行われる３割の減価を行う合理的な理由はな
いというべきである。
      　したがって，原告らの前記主張は，採用することができない。
第４　結論
    　以上のとおり，本件各更正は適法であり，これに伴ってされた本件各処分も
適法であって，原告らの請求はいずれも理由がないから，これを棄却し，主文のと
おり判決する。
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